









































































































































































































年 企業数 従業者数 出荷額
1998 79,545 2,323,902 425,008,343
1999 91,156 2,507,726 479,732,889
2000 98,110 2,652,590 564,834,119
2001 105,873 2,647,995 583,792,893
2002 110,356 2,695,911 634,199,359
2003 112,662 2,735,493 677,371,324
2004 113,310 2,798,192 794,853,174


























































































































































年 企業数 従業者数 総出荷額
1998 568 41,635 13,028,129
1999 722 46,467 18,734,037
2000 819 50,064 26,348,597
2001 789 45,690 24,027,999
2002 770 42,049 23,038,402
2003 726 41,313 20,264,352
2004 746 31,193 12,122,896

































































表 4 電子部品・TV等の動向 （単位：社，人，百万ウオン）
年 企業数 従業者数 出荷額
1998 2,851 218,995 52,494,435
1999 3,421 237,157 62,774,175
2000 3,961 279,642 79,414,018
2001 4,315 272,314 74,092,814
2002 4,722 286,942 89,770,129
2003 4,853 306,271 103,483,327
2004 4,886 353,773 135,816,615
2005 5,111 383,501 140,049,095
出所：韓国統計庁『韓国統計年鑑』各年版より。
表 3 電子機器等の動向 （単位：社，人，百万ウオン）
年 企業数 従業者数 総出荷額
1998 3,852 112,164 14,648,243
1999 4,597 130,041 18,888,519
2000 5,008 139,722 21,594,787
2001 5,499 139,648 22,577,008
2002 5,769 144,429 24,247,439
2003 5,989 148,259 26,008,864
2004 5,973 144,013 29,134,534

































表 5 製造業従業員規模別企業動向 （単位：社，人，％，百万ウオン）
年 2001 年 2003 年 2005 年
従業者規模 5～49 50～299 300～ 5～49 50～299 300～ 5～49 50～299 300～
総 企 業 数 105,873 112,662 117,205
各 企 業 数 97,400 7,785 688 103,943 8,042 677 108,331 8,216 658
ウ エ イ ト 92．0 7．4 0．6 92．3 7．1 0．6 92．4 7．0 0．6
総従業者数 2,647,995 2,735,493 2,865,549
各従業者数 1,229,037 778,848 640,110 1,302,137 804,357 628,999 1,352,572 833,776 679,201
ウ エ イ ト 46．4 29．4 24．2 47．6 29．4 23．0 47．2 29．1 23．7
総 出 荷 額 583,217,805 677,371,324 851,788,994
各 出 荷 額 131,622,407 155,310,793 296,284,605 163,071,426 181,617,163 332,682,735 197,295,109 226,463,475 428,029,910
ウ エ イ ト 22．6 26．6 50．8 24．1 26．8 49．1 23．2 26．6 50．2
総付加価値額 224,859,598 255,812,925 312,791,992
各付加価値額 52,572,103 62,327,146 109,960,349 64,403,419 70,970,553 120,438,953 76,110,306 85,272,075 151,409,611
ウ エ イ ト 23．4 27．7 48．9 25．2 27．7 47．1 24．3 27．3 48．4
出所：韓国統計庁『韓国統計年鑑』各年版，一部，統計を調整している。
表 6 コンピュータおよびオフィス機器事業分野の推移 （単位：社，人，％，百万ウオン）
年 2001 年 2003 年 2005 年
従業者規模 5～49 50～299 300～ 5～49 50～299 300～ 5～49 50～299 300～
総 企 業 数 789 726 801
各 企 業 数 659 118 12 604 110 12 674 122 5
ウ エ イ ト 83．5 15．0 1．5 83．2 15．2 1．6 84．2 15．2 0．6
総従業者数 45,690 41,313 26,865
各従業者数 11,355 13,316 21,019 10,201 11,592 19,520 10,743 12,597 3,525
ウ エ イ ト 24．9 29．1 46．0 24．7 28．1 47．2 40．0 46．9 13．1
総 出 荷 額 24,027,999 20,264,352 7,666,422
各 出 荷 額 1,381,291 3,128,563 19,518,143 1,327,753 2,953,495 15,983,104 1,592,109 3,136,469 2,937,844
ウ エ イ ト 5．7 13．0 81．3 6．6 14．6 78．8 20．8 40．9 38．3
総付加価値額 7,177,692 5,360,897 2,889,295
各付加価値額 516,651 877,877 5,783,164 503,977 731,841 4,125,079 627,589 878,227 1,383,479

































表 7 電子機器等の推移 （単位：社，人，％，百万ウオン）
年 2001 年 2003 年 2005 年
従業者規模 5～49 50～299 300～ 5～49 50～299 300～ 5～49 50～299 300～
総 企 業 数 5,499 5,989 6,226
各 企 業 数 4,965 494 40 5,434 512 43 5,696 491 39
ウ エ イ ト 90．3 9．0 0．7 90．7 8．6 0．7 91．5 7．9 0．6
総従業者数 139,648 148,259 142,752
各従業者数 66,041 51,467 22,140 71,100 54,950 22,209 72,029 51,538 19,185
ウ エ イ ト 47．3 36．8 15．9 48．0 37．1 14．9 50．5 36．1 13．4
総 出 荷 額 22,577,008 26,008,864 30,242,242
各 出 荷 額 6,656,255 9,190,796 6,729,957 8,330,802 10,721,858 6,956,204 10,431,509 12,349,083 7,461,650
ウ エ イ ト 29．5 40．7 29．8 32．0 41．2 26．8 34．4 40．8 24．8
総付加価値額 8,211,747 9,145,740 10,420,406
各付加価値額 2,568,343 3,181,576 2,461,828 3,169,991 3,519,154 2,456,595 3,743,020 4,176,586 2,500,800
ウ エ イ ト 31．3 38．7 30．0 34．7 38．5 26．8 35．9 40．1 24．0
出所：韓国統計庁『韓国統計年鑑』各年版より。
表 8 電子部品・TV等の推移 （単位：社，人，％，百万ウオン）
年 2001 年 2003 年 2005 年
従業者規模 5～49 50～299 300～ 5～49 50～299 300～ 5～49 50～299 300～
総 企 業 数 4,315 4,853 5,111
各 企 業 数 3,518 669 128 3,903 823 126 4,147 817 147
ウ エ イ ト 81．5 15．5 3．0 80．4 17．0 2．6 81．1 16．0 2．9
総従業者数 272,314 306,271 383,501
各従業者数 57,318 69,452 145,544 64,529 88,915 152,827 66,339 92,191 224,971
ウ エ イ ト 21．0 25．5 53．5 21．1 29．0 49．9 17．3 24．0 58．7
総 出 荷 額 74,092,814 103,483,327 140,049,095
各 出 荷 額 5,909,746 9,991,644 58,191,424 7,065,083 15,845,965 80,569,279 8,185,701 17,842,416 114,020,978
ウ エ イ ト 8．0 13．5 78．5 6．8 15．3 77．9 5．9 12．7 81．4
総付加価値額 32,562,452 45,170,115 64,234,629
各付加価値額 2,466,791 3,816,777 26,278,884 2,981,924 5,762,486 36,425,705 3,377,049 7,208,934 53,648,646




























































































































































































表 9 電子工業の出荷額と輸出 （単位：100 万ウオン≒1,000 ドル，％）
年
オフイス機器 テレコム機器等 電子部品等
出荷額 輸出 出荷額 輸出 出荷額 輸出
1998 13,028,129 5,419,291 14,648,243 6,989,629 52,494,435 24,522,820
対出荷額 41．6 47．7 46．7
1999 18,734,037 10,572,236 18,888,519 10,502,798 62,774,175 27,678,012
対出荷額 56．4 55．6 44．1
2000 26,348,597 19,633,487 21,594,787 14,363,888 79,414,018 31,835,973
対出荷額 74．5 66．5 40．1
2001 24,027,999 13,498,698 22,577,008 15,943,609 74,092,814 21,693,974
対出荷額 56．2 70．6 29．3
2002 23,038,402 16,445,140 24,247,439 20,150,092 89,770,129 23,694,370
対出荷額 71．4 83．1 26．4
2003 20,264,352 18,069,298 26,008,864 26,634,337 103,483,327 28,603,990
対出荷額 89．1 102．4 27．6
2004 12,122,896 21,538,941 29,134,534 36,599,568 135,816,615 36,658,890
対出荷額 177．7 125．6 27．0
2005 7,959,972 17,756,882 30,242,242 37,745,976 140,049,095 42,942,888
対出荷額 223．0 125．0 30．7
出所：韓国統計庁『韓国統計年鑑』各年版より。
表 10 電子工業の貿易 （単位：1,000 ドル）
年
オフイス機器 テレコム機器等 電子部品等
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
2001 13,498,698 5,640,823 15,943,609 4,821,533 21,693,974 22,616,516
貿易黒字（18,057,409） 7,857,875 11,122,076 －922,542
2002 16,445,140 5,486,672 20,150,092 4,910,158 23,694,370 25,575,089
貿易黒字 （7,390,683） 10,958,468 15,239,934 －18,807,719
2003 18,069,298 5,433,642 26,634,337 5,486,059 28,603,990 31,296,701
貿易黒字（31,091,223） 12,635,656 21,148,278 －2,692,711
2004 21,538,941 5,881,923 36,599,568 6,405,023 36,658,890 36,724,650
貿易黒字（45,785,803） 15,657,018 30,194,545 －65,760
2005 17,756,882 7,047,105 37,745,976 6,694,806 42,942,888 39,106,943






































































表 11 韓国の直接投資の動向 （単位：1,000 ドル）
年 対外直接投資 対内直接投資
1996 4,462,229 3,202,580
1997 3,685,167 6,971,138
1998 4,798,379 8,852,570
1999 3,336,403 15,531,418
2000 5,075,812 15,249,278
2001 5,176,460 11,285,948
2002 3,758,063 9,092,517
2003 4,149,435 6,470,503
2004 6,083,285 12,791,933
2005 6,719,741 11,563,488
出所：韓国統計庁『韓国統計年鑑』各年版より。
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で新技術を自ら開発する能力を確立し，工作機械や金
型開発にも着手している。当初は，チップ設計や材料
及びノウハウを日米企業から導入し，1MDRAM，4
MDRAMの開発と量産を通して蓄積してきた技術に
基づくキャッチアップ段階を経て，16M世代の
DRAMの独自開発にこぎつけて，トップの座に君臨
することになる。この間，日米企業より遅れての開発
や量産は，先行企業で開発された完成度の高い当該製
造装置の利用が可能であったし，先行企業より開発か
ら量産までの期間を短縮してきた経験をしている。日
米のデバイス，装置企業との製造装置の共同開発をも
手掛けてきた。米国での経験を有する韓国人エンジニ
ア，日本人エンジニアのスカウトをも試みている。例
外的ではあるが，韓国においても，独創的な開発を進
める積極的な組織的努力が試みられており，注目さる
べき成果が達成されている5）。しかし，三星電子の事
例はあくまで例外的であり，韓国の工業化の主流は，
政府主導，財閥基軸，そのことに規定されての輸出依
存という枠組みの中での組立工業化にあったと理解さ
れる。問題は，21世紀においては，このような展開
が限界を迎えているということである。
Ⅴ むすび
本稿は，韓国の工業化と 21世紀における電子工業
の動向についての考察を試みてきた。
まず，注目されるのは，韓国の急速な先進国の
キャッチアップである。新興国は様々の方途を駆使し
て先進国をキャッチアップすることが可能であるが，
韓国の対処は，1つのモデルケースを示唆している。
M＆A，アウトソーシング，国際的戦略提携（資本・
技術・販路），ICT・技術，技能のデジタル化，技術
者の雇用，機械・装置メーカー側の量産化と市場拡
大，ネットワークの活用による比較優位のチャンス確
保の拡大等競争力強化とキャッチアップの可能性は，
多様に存在する。もちろん，フロントランナーの側で
も，優位性の維持，拡大のために多様な戦略を追求す
ることになる。厳しい環境下で，深刻な問題を内包し
ながら韓国は，可能な限りの方策の追求を通して工業
化を進めてきた。ただ，基本的には，組立型工業化を
進め，欧米日をキャッチアップしてきたというのが本
稿での結論である。
同時に，政府の政策と輸出と財閥に規定された展開
が，21世紀に入り，変容を余儀なくされている。政
府の役割も，財閥の存在形態も，そして，対外関係も
大きく変質してきており，韓国の電子工業は，トップ
企業はともかく，資本蓄積構造の再編成に苦慮してい
るというのが現状である。WTOへの加盟以降，政府
の政策の重点は，かってのような直接的な重化学工業
政策ではなく，FTAとか EPAの締結や加盟といった
グローバリゼーションへの対応を課題とするものにシ
フトしている。韓国は，アジア共同体形成に強い関心
を示し，アグレッシブな展開をしてきている。2004
年には，チリとの FTAを批准しており，シンガポー
ルとの FTAも妥結している。2005年頃から活発化し
ているが，EFTA，ASEANとの FTAにも署名がなさ
れている。メキシコとの戦略的経済補完協定を推進す
ることにも合意がなされ，カナダとの FTA交渉が開
始されている。アメリカとの FTAの締結があり，ま
た，日韓中 FTAが提案されたりしているが，日韓
FTA交渉は，中断状態にある。韓国政府は，21世紀
におけるグローバルな大きな枠組み作りを課題とし，
現実的な対応をしている。国外市場依存は，新たな次
元へと推移している。アジア共同体の形成に向けての
韓国の布陣は，韓国に残された活路への意欲的な取り
組みということになる。
次に，財閥基軸の韓国の展開は，強固な産業基盤に
支えられてはおらず，体系的な連鎖という点でも脆弱
である。一部の突出した先鋭的企業がきりもみ的に先
導する不安定な隊列というのが実像であろう。ビッグ
ディールが中途半端な状態で推移してきたこともあ
り，産業の発展や変革を支える体系的で強固な産業基
盤の構築が今後の課題である。
電子工業においては，一部の産業分野は衰退し，一
部は，国際取引を好転させ，自給率を上昇させてい
た。他の分野では，中小企業が台頭してきた。グロー
バル化が進展する中で，長期的な見通しを持ち，外国
や外国企業と補完しつつ，どのような選択をし，持続
可能な状態を構築していくかは，それほど簡単なこと
ではない。いまや，韓国の電子工業は，本稿の脈絡か
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ら，組立型から加工型への昇華の道をたどらねばなら
ない局面に瀕している。少なくとも，これまでのよう
な枠組みの下での展開は，可能とされえない。キャッ
チアップの在り方そのものの再検討とフロントラン
ナーの資質を備えねばならなくなっているのである。
注
1）韓国の産業動向に関しては，特に，アジア経済研究所
『アジア動向年報』各年版を参考としている。
2）小玉敏彦『韓国の工業化と企業集団』学文社（1995）
pp．49～54。韓国財閥の生成について明確にされている。
3）丸山恵也他編著『日韓自動車産業の全容』亜紀書房
（2000）p．113
4）服部民夫「貿易関係より見る韓国機械産業の国際競争力」
（奥田聡編『韓国主要産業の競争力』アジア経済研究所・
調査報告書収録，2007年 10月 23日）p．51
5）吉岡英美「韓国半導体産業の技術発展」（『アジア経済』
Ⅹ LVII―3（2006．3））p．9
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